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但馬地域で働く小中学校教員の地域移動経験に関する研究
―大学入学・卒業時を中心に―
A study of the migration experience of elementary and junior high school teachers working in Tajima
area
― focusing on area‒migration upon entry to or graduation from universities ―
冨 江 英 俊 ＊
Abstract
The aim of this paper is to make clear from what area the persons who becomes elementary and
junior high schoolteachers come, and what kind of area-migration they undertake when they enter or
graduate from universities. My research object is the elementary and junior high school teachers who
works in Tajima area, which is the northern part of Hyogo Prefecture.
The main results of my research are as follows. Many teachers in Tajima area are from that area.
When they enter universities, the people from Tajima area move to not only Kansai area, but also to
many kinds of areas, for example, Tokyo area.
At the time when they graduate from universities, a small number of persons who desire to be
elementary or junior high school teachers hope to stay in the metropolis ; a small number also taking up
teacher employment exams. Their inclination to go back to their hometown is strong in “males” and
“the persons who did not expect to get jobs in private companies.”
These results show this inclination bears only a slight resemblance to that of university students.
There are few persons who want to become elementary or junior high school teachers moving to big
cities and staying there, which can be thought to the unique inclination of the persons who hope to be
teachers.
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⚑．問題の所在
本稿の目的は、⚔年制大学がない地域において、
小中学校教員になる者は、大学入学・卒業時にどの
ような要因によって、どのような地域移動を行って
いるのかを明らかにすることである。
小中学校の教員は、地元の地方国立大学の教員養
成系学部を卒業していることが多く、地方国立大学
と地元の教育界との結びつきが強いことは、よく知
られているところである。教員養成系学部は、歴史
的な観点でみれば、戦前の師範学校からの伝統を引
き継いでいることが多く（天野 1986）、そこに入
学する学生は地元の出身者が多いことは、多くの先
行研究が明らかにしている。太田（2008）は、教員
の予期的社会化という観点から、これ以前の先行研
究の知見をまとめているが、「教員養成学部生は地
元出身者の割合が高いと同時に､卒業後の教師とし
て地元就職希望者が多く､いわゆる土着性が高い」
ということを指摘している。太田がレビューした研
究の一つである小野（1975）は、⚗つの地方国立大
学の教育学部を卒業した4426名を対象とした、質問
紙調査の分析を行っている。小野は、「大学所在県
の高校を卒業し、教育学部に入学し、卒業後県内に
就職した者」を「＜土着＞型人材」とし、この「＜土
着＞型人材」が卒業生に占める割合を＜土着＞率と
定義している。対象となっている⚗大学において、
男子の＜土着＞率は、高い大学（県）おいては90％
前後となり、低い県でも60％前後となっている。女
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子はこれよりやや低いが、50％～80％台となってい
る。これらの知見から、教育学部の卒業生（≒教員
として勤務している者）は、地域移動を経験してい
ない者の割合が高いということである1)。近年はこ
のような大規模な調査は行われていないが、地方国
立大学が、入学生（在学生）の出身都道府県を学部
ごとに公表している場合があり、教員養成系学部に
おいて地元の出身者が多いという傾向が確認でき
る2)。
しかし、これらの言説の大きな前提として「地元」
「地方」といった時のエリアの広さは、都道府県の
ことを指す場合が多い。地方国立大学や戦前の師範
学校も、例外はいくつかあるものの、「⚑都道府県
に⚑校」という原則のもとに出来ている。しかし、
⚑つの都道府県をさらに狭いエリアの地域に分ける
と、その地域内には地方国立大学はもちろん、⚔年
制大学が一つもない、すなわち教員免許を取得する
ために⚔年制大学に進学しようと思えば、必ず自宅
外生となり、経済的負担が大きい、という地域も少
なくない。このような地域においては、教員になっ
ている者の地域移動の経験は、都道府県を単位とし
た時に語られるリアリティーとは、違ったものにな
る可能性がある。
また、個人の側からすれば「大学入学する機会」
「卒業後教員として就職する機会」という進路選択
の問題になるが、地域の側からすれば「地元で働く
教員の確保」という問題となる。⚑つの県のなかに
おいては周辺的な地域だとしても、その地域ならで
はの文化が息づいているわけで、その文化を受け継
いでいくためには学校教育の力が大きく、その担い
手として教員が重要なのである。
以上のような問題関心をもって、本研究において
は、兵庫県北部の但馬地域を調査対象地域とし、但
馬地域の小中学校で働く教員を調査対象者とし、ア
ンケート調査を行った。次章において、但馬地域の
概要、アンケート調査の概要、そして関連する先行
研究について述べる。
⚒．研究方法と先行研究の概観
（⚑）但馬地域の概要
但馬地域は、図表2-1のように兵庫県の北部に位
置し3)、豊岡市・養父市・朝来市。香美町・新温泉
町の⚓市⚒町からなる。兵庫県全体の面積の約1/4
を占め、面積の約70％は山林が占めている。一方、
但馬地域の人口は約17万人で、兵庫県全体に占める
割合は約⚓％と少なく、少子高齢化の傾向がみられ
る。
但馬地域には、⚔年制大学は⚑つもない。但馬地
域内のごく一部の地域において、西隣の鳥取大学や
南隣の兵庫教育大学に通学することは不可能ではな
いが、大半の地域においては、⚔年制大学に進学す
ることと、下宿・寮生活する必要があることとは
セットとなる。短期大学は、豊岡市に豊岡短期大学
が⚑校ある。また、2021年に専門職大学が開校予定
である。
（⚒）アンケート調査の概要
但馬地域において、但馬地域の全小中学校の専任
教員を対象として、アンケート調査を行った。調査
方法としては、但馬教育事務所、校長を通した郵送
法である。調査時期は2019年⚗～⚘月で、回答率は
85.9％であった（対象者1226名中、1088名が回答）。
主な質問内容は、教職観、大学入学・卒業時の進路
選択、家族観、但馬地域の教育のあり方、但馬地域
全般についての意識などである。
このアンケート調査を実施するにあたって、予備
調査として、教育委員会関係者や小中学校教員⚔名
を対象として、インタビュー調査を実施した。ま
た、本調査に先行して、但馬地域の高校教員⚕名に
対してインタビュー調査を行った。これらの調査を
実施するにあたって、教育委員会の役職者からお話
を伺い、調査実施や結果の分析を行うにあたって、
有益なアドバイスを頂いた。
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図表2-1
（⚓）大学生全体の地域移動に関する先行研究
教員の地域移動経験を考察する際に、大学生全体
の入学・卒業時の地域移動と比較することは意義が
ある。文部科学省の学校基本調査のデータから明ら
かになる実態から述べる。大学は大都市に偏在して
いる実態からみていくが、2020年⚕月時点で、全国
にいる大学生は約262万人のうち、40.6％が首都圏
（東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県）、18.5％が関
西圏（京都府、大阪府、兵庫県）、8.1％が中京圏（岐
阜県、愛知県、三重県）に在籍している4)。そして、
大都市圏の高校を卒業した者は、大都市圏の大学に
入学する者が多い。2019年の学校基本調査によれ
ば、首都圏の都県の高校を卒業した者の93.0％が、
首都圏の大学に進学している。一方、非大都市圏の
高校生は、自宅から通えるところに大学が少なく、
大学進学に際して多くの経済的負担がかかるため、
大学進学に対して不利となる。「大学を卒業してい
るか否か」が、その後の人生の地位や職業や収入を
左右することは言うまでもない。この構図につい
て、教育社会学において、「機会均等が実現せず不
平等」という問題関心から多くの研究が行われてき
た。苅谷・平沢（2012）がその典型例である。
このような問題関心とは別に、大学入学・卒業に
伴う地域移動は、社会全体の地域移動のなかに占め
る割合が大きいため、経済学や人口学においても、
よく扱われている。清水・坂東（2013）、貴志
（2014）、喜始（2015）、遠藤（2017）、後川（2019）
などがこれにあたる。本研究の問題関心に照らしあ
わせるとおおむね同じような結論となっている。
「大学進学と共に非大都市圏から大都市圏に移動す
る者は多い。その者のなかでは、大学卒業後に大都
市圏に留まる者が過半数を占めるが、出身県に戻る
者は一定の割合でいる。また、時系列的変化をみる
と、『地元の大学に進学して地元で就職する者』の
割合は年々増えている。」というものである。その
理由として、喜始（2015）は非大都市圏の高等教育
機関が増えたことを指摘し、後川（2019）はコンビ
ニエンスストアの数やスマートフォンの普及率が、
非大都市圏で増えてきたため、大都市圏との格差が
減ってきたと考察している。
なお、ここで取り上げたすべての研究において
も、「地元」「地方」を都道府県、あるいはそれより
広い「九州地方」などの単位で分析している。都道
府県別にしか数量的なデータが調査・公表されてい
ないので、技術的に仕方がない面が大きいが、より
狭いエリアのリアリティーには迫り得ない。本研究
は、事例的な研究に止まり、他の非大都市圏とどれ
だけ類似性があるかは関心の外となるが、⚑つの都
道府県のなかで、多様な教員養成、地域移動の実態
があることを明らかにすることが、オリジナリ
ティーがあると考える。次章から、調査結果を提示
していく。
⚓．教員の出身地
最初に、但馬地域の教員の出身地をみる。図表
3-1は、年齢別にみた出身地の割合である。地域の
区分は、兵庫県の旧国名にそった分類から神戸市を
独立させ、兵庫県以外は、他県とした。図表3-2は、
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年齢（実数） 但馬地域 阪神地域 神戸市 播磨地域 丹波地域 淡路地域 県外
20～29歳 (213) 65.3 6.1 1.4 14.6 3.8 2.8 6.1
30～39歳 (195) 77.9 1.5 0.5 5.6 1.5 0.5 12.4
40～49歳 (238) 77.7 1.3 1.7 10.9 1.3 0.4 6.7
50～59歳 (340) 89.1 2.6 0.3 2.6 0.6 0.0 4.8
合計 (1024) 79.0 2.8 1.1 7.7 1.6 0.8 7.1
単位：％
図表3-1 教員の出身地 全体・年齢別
出身地（実数） 但馬地域(802,772)
県内他地域
(143,140)
他県
(71,67)
但馬地域に勤務することを希望した 83.2 25.2 57.8
将来も但馬地域に住みたい 91.5 55.0 77.6
※「はい」と回答した者の割合。単位：％。実数は回答者が質問ごとに違っているので、（勤務希望、
将来居住希望）の順に記載している。
図表3-2 但馬地域での勤務希望、将来設計において居住希望
「但馬地域に勤務することを自ら希望したか」と、
今後の希望として「将来も但馬地域に住みたいか」
との質問に「はい」と回答した者の割合である。
79.0％が但馬地域出身であり、都道府県より小さ
いエリアで考えても、教員は「土着性」が高い職業
だということがわかる。また、出身者は自らの望ん
で着任し、将来的にもずっと居続けたいと希望して
いる傾向も、他地域出身者と比べてはっきりとして
いる。
年齢別にみると、年齢が上がるにしたがって、但
馬地域出身者の割合が増えていっている。この傾向
は様々な要因が考えられるが、一つの解釈として、
新卒で但馬地域を希望する教員は少ないが、その後
の人生のライフコースにおいて、何らかの事情で、
出身者が戻ってくる。そして他地域出身者で希望は
していないが着任した者は、希望しているところへ
移っていく、というパターンが推測出来るのであ
る5)。
地元出身の教員が約⚘割を占めている、自ら希望
して着任し将来もいる、そして高校卒業時には自宅
から通える⚔年制大学はなかった、ということで、
本稿の問題関心をよりクリアに分析するために、以
降の分析は、但馬出身者（809名）に限定して行う
こととする。
⚔．大学入学時の地域移動
（⚑）入学した大学の所在地
本章では、大学入学時の地域移動を分析、考察す
る。まず、大学入学時にどの都道府県にある大学に
入学、卒業したのかをみる。都道府県のカテゴリー
分けは図表4-1のとおりとして、性別も含めた割合
は図表4-2のようになった。
関西圏の大学に入学した者は半数強で、次に多い
のは「⚑．～⚔．のどれにもあてはまらない」であ
る。これは「その他」のようなカテゴリーであるの
で、特徴づけるのは難しいが、一つの解釈としては、
様々な都道府県の地方国立大学の教員養成系学部に
入学したことが考えられる。また、性別において大
きな違いがあり、男性は女性に比べて遠くに移動す
る傾向がある。
関西圏の大学に入学した者は半数強という割合を
「多い」とみるか「少ない」とみるかは、主観的な
解釈とならざるを得ないが、兵庫県全体の高校生の
大学進学に伴う地域移動は、マクロデータとして学
校基本調査から追うことが出来るので、これを比較
対象として検討する。「当該年度に、A都道府県に
立地する高校から、B都道府県の大学に、何人入学
したか」というデータが毎年掲載されているのであ
る。
本研究の調査では、回答者の年齢を「20～29歳」
「30～39歳」「40～49歳」「50～59歳」「60歳以上」と
いう選択肢で聞いている。短大卒で20、21歳で教員
になった者はまずいないであろうから、20代は
22～29歳と考え、60歳以上は該当者が少なく統計的
処理は難しいので、「50～59歳」の選択肢と統合し、
「50歳以上」とした。調査時点で誕生日を迎えてい
るかいないか、という関係で、一つの選択肢に入る
年齢は11年分あると考えられ、その中央値を取り、
その年度の大学進学に伴う地域移動のデータを取り
上げた。高校卒業後にすぐに大学進学せずいわゆる
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関西圏 関西非大都市圏 首都圏 他の政令指定都市 その他
合計 54.8 7.1 7.4 8.7 22.1
男 (409) 44.7 5.9 13.0 9.3 27.1
女 (398) 65.1 8.3 1.8 8.0 16.8
単位：％。性別の違いは、カイ二乗検定⚑％水準で有意。
図表4-2 入学した大学の所在地
質問票での選択肢 本稿での表記
⚑．京都府、大阪府、兵庫県 関西圏
⚒．滋賀県、奈良県、和歌山県 関西非大都市圏
⚓．東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県 首都圏
⚔．上記以外の政令指定都市 他の政令指定都市
⚕．⚑．～⚔．のどれにもあてはまらない その他
図表4-1 都道府県の分類
「浪人」した者もいるであろうから、様々な意味で
厳密に代表性を持つ数値にはならないが、各世代の
大まかな傾向はとらえられるであろう。各カテゴ
リーにおいて、関西圏と首都圏の大学への入学者数
の割合をみたものが、図表4-3である。そしてこの
割合と、本研究で行った調査での移動の割合をみた
ものが図表4-4である。
本調査の対象は教員のみであり、学校基本調査の
データは、すべての大学生が対象であるので、単純
に「但馬地域」と「兵庫県全体」という形にはなら
ないが、大まかな傾向は推測できる。関西圏の大学
への進学者数の割合は、どの世代でも70％台であ
り、本調査の割合である54.8％よりは多い。一つの
説明として、兵庫県南部の学生は「自宅から通える」
という選択要因が、但馬地域と違ってあるため、近
畿地方の大学に入学する割合が多い、ということが
考えられる。そして、首都圏への進学者の割合は、
おおむね変わらない。これも様々に理由は考えられ
るが、首都圏が若者を引き付ける文化を持っている
ということが指摘されてよい。
「国公立か私立か」「教員養成系か否か」という点
も、どの都道府県にある大学に移動するかに関係す
ることが予想できる。この関係をみたものが図表
4-5である。大まかな傾向として、私立は大都市圏
が多いのに比べて、国公立は「どれにもあてはまら
ない」、すなわち三大都市圏でも政令指定都市でも
ない箇所に多い。これはそのまま、「大都市圏に私
立大学が多い」という傾向と一致している。
（⚒）入学理由
入学理由として、図表4-6にある⚖つの質問項目
を用意した。これに「あてはまる」と回答した者の
割合を示している。大学所在地別に違った傾向と
なった質問を主に検討すると、首都圏の大学に入学
した者のうち、約半数が「立地（大学がある都市）
に憧れていた」に「あてはまる」と答えていて、他
の地域より多い。関西圏の大学に進学した者で、
「自宅から（少しでも）近い」に「あてはまる」と
した者は、他の地域より多いものの、約⚒割に止
まっている。ここから推測できるのは、どうせ自宅
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生年 大学入学 中央値 兵庫県の高校卒業者数
関西圏の大学への
進学者数の割合
（％）
首都圏の大学への
進学者数の割合
（％）
20～29歳 1989～1997 2007～2015 2011 28518 79.6 4.8
30～39歳 1979～1989 1997～2007 2002 28902 77.9 5.2
40～49歳 1969～1979 1987～1997 1992 28195 72.3 7.6
50歳以上 1959～1969 1977～1987 1982 20971 77.4 9.7
図表4-3 学校基本調査のデータからみる各世代の大学入学に伴う地域移動
関西圏の大学入学 首都圏の大学入学
本調査 兵庫県全体 本調査 兵庫県全体
20～29歳 60.3 79.6 2.8 4.8
30～39歳 51.5 77.9 5.6 5.2
40～49歳 58.8 72.3 10.1 7.6
50歳以上 56.6 77.4 7.1 9.7
単位：％
図表4-4 本調査と兵庫県全体の大都市圏大学入学率の差
大学の類型（実数） 関西圏 関西非大都市圏 首都圏 他の政令指定都市 その他
国立の教員養成系学部(259) 38.6 12.7 3.1 11.6 34.0
国公立の一般学部(60) 21.7 5.0 0.0 23.3 50.0
私立の教員養成系学部(233) 75.5 2.1 8.2 3.0 11.2
私立の一般学部(238) 62.2 6.3 13.9 7.6 10.1
単位：％
図表4-5 大学類型と大学所在地とのクロス表
から通えないのであれば、直線距離で100 km 離れ
ているのと、500 km 離れているのとでは、意識的
には大して変わらないということである。「学費が
安い」「立地（大学がある都市）に憧れていた」の
⚒つの質問は、大都市圏か否かで違うという傾向と
なった。それは、大都市圏に私立大学が集中してい
るという結果、そのような傾向となっていると解釈
できる。
⚕．大学卒業時の地域移動
（⚑）大学卒業時の進路希望
本章では、大学卒業時の地域移動の分析や考察を
行う。教員は出身地への志向が強く、マクロデータ
から追える人口移動としては、大学進学と共に非大
都市圏から大都市圏に移動する者は多い。その者の
なかでは、大学卒業後に大都市圏に多くの者が留ま
るが、出身県に戻る者は一定の割合でいることをす
でに述べた。本調査のデータを見る前に、民間企業
に就職する者に限ればどのような傾向となるのかを
押さえておく。リクルートキャリア就職みらい研究
所が2019年11～12月に、就職先が確定している大学
生・大学院生3264人に行った調査によれば、首都圏
（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）の大学を卒
業した者のうち、88.0％は首都圏に就職する。同様
の数値を他の大都市圏で算出すると、京阪神（京都
府、大阪府、兵庫県）で61.0％、東海（岐阜県、静
岡県、愛知県、三重県）で76.7％となっている6)。
これらの都府県に⚔年制大学が集中していることは
言うまでもないので、いかに多くの大卒者が大都市
圏で就職するのかが伺える。
本調査のここでの分析は、但馬地域出身者で但馬
地域で教員をしている者が対象であるので、「Ｕ
ターン率」は100％ということになる。この者が、
大学卒業時にどのような進路希望を持っていたかを
図表5-1にある、⚖つの質問項目で聞いた。他に、
兵庫県以外の教員採用試験の受験経験も質問したの
で、あわせて記している。これらを大学所在地別で
集計している。
単純集計からうかがえるのは、民間企業、地方公
務員志望者はそれぞれ25％、30％程度である。「地
元に帰りたかった」という「出身地志向」は⚘割程
度と多く、出身地での就職とは両立しない「大学の
所在地での就職希望」「大都市での就職希望」は⚒
割以下と少ない。これらの割合を多いとみるか少な
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計 関西圏 関西非大都市圏 首都圏
他の政令
指定都市 その他
自分の学力に合っていた 91.3 91.0 96.4 86.0 95.6 90.8 ＊
専門分野に興味があった 88.7 87.9 87.2 98.3 85.3 88.2
自宅から通える 2.1 0.9 1.8 0.0 1.5 3.1 ＊
自宅から（少しでも）近い 18.8 20.9 14.5 0.0 17.7 22.8 ＊＊
学費が安い 43.5 31.7 63.6 12.8 60.3 68.1 ＊＊
立地（大学がある都市）に憧れていた 31.2 39.2 18.2 50.9 22.4 13.6 ＊＊
※「とてもあてはまる」＋「ややあてはまる」の割合。単位：％。出身大学の「その他」は分析から除外。
※＊＊はカイ二乗検定において⚑％水準で有意、＊はカイ二乗検定において⚕％水準で有意
図表4-6 入学した大学を選んだ理由 単純集計
計 関西圏 関西非大都市圏 首都圏
他の政令
指定都市 その他
民間企業に就職したかった 25.4 26.2 31.6 31.7 26.5 18.1
地方公務員（一般職）になりたかった 29.8 28.9 40.4 20.3 33.9 30.7
（教員でも会社員でも）大学の所在地で就職したかった 17.1 19.9 14.0 25.0 11.8 11.9 ＊＊
（教員でも会社員でも）東京や大阪などの大都市で就職
したかった 18.8 21.3 22.8 26.7 10.3 13.2
＊＊
生まれ育った地元に帰りたかった 80.1 77.0 82.4 85.0 88.4 85.8 ＊
男女で待遇に差がない仕事に就きたかった 50.6 58.5 53.6 23.8 48.6 43.2 ＊＊
兵庫県以外の都道府県の教員採用試験を受験した 25.2 20.5 19.3 35.6 25.0 35.4 ＊＊
※教採受験の質問のみ「はい」の割合で、その他の質問は「とてもあてはまる」＋「ややあてはまる」の割合。単位：％
※＊＊はカイ二乗検定において⚑％水準で有意、＊はカイ二乗検定において⚕％水準で有意
図表5-1 大学卒業後の進路希望、兵庫県以外の教員採用試験経験
いとみるかは、主観的によるところもあるが、傾向
を一言でまとめれば「出身地志向が強い」と言って
よいであろう。
大学所在地別にみて有意差となっている質問をみ
ると、「大学の所在地で就職したかった」「東京や大
阪などの大都市で就職したかった」という質問項目
において、大都市圏の大学に進学した者の割合が高
かった。やはり大都市圏は若者の心を引き付けると
いう面があると考えられる。「生まれ育った地元に
帰りたかった」という質問においては、首都圏をは
じめ「その他の政令指定都市」「どれにもあてはま
らない」などの、地理的に遠くに移動した者がその
ように答えた割合が高い。
教員採用試験の他県の受験経験は、「首都圏」と
「その他」で多くなっている。首都圏は、大都市に
引き付けられているのに加えて、首都圏の自治体は
採用人数が多いことが関係している可能性がある。
「その他」に関しては、地方国立大学の教員養成系
学部に進学した者が、大学の所在地の自治体を受験
したことが考えられる。なお、「男女で待遇に差が
ない仕事に就きたかった」については、近畿⚒府⚔
県の大学では高く、首都圏では低いという傾向に
なった。これは解釈が難しいが、関西圏などの近畿
地方の大学に進学したのは男性より女性が多く、こ
の質問は女性が「あてはまる」と回答する割合が高
い7)ことから、大学所在地別の差は疑似相関で、性
別の規定要因が大きい、という解釈が考えられる。
この変数間で、スピアマンの相関係数を算出した
ものが、図表5-2である8)。おおむね図表5-1から推
測できる結果であるが、ここで注目すべきは、「地
方公務員（一般職）になりたかった」と「大学の所
在地で就職したかった」「東京や大阪などの大都市
で就職したかった」が正の有意な相関を持つことで
ある。「地方公務員（一般職）」は、非大都市圏で大
卒の学歴に相応した、地位や収入の高い数少ない職
業であるため9)、「生まれ育った地元に帰りたかっ
た」という質問と正の相関になるとも予想できるの
だが、逆に負の相関となった。
一方、「民間企業に就職したかった」という質問
は、「大学の所在地で就職したかった」「（教員でも
会社員でも）東京や大阪などの大都市で就職した
かった」と強い正の相関関係を示した。
以上からまとめると、この分析結果から見る限り
は、民間企業志望者と地方公務員希望者は同様の傾
向で、大学の所在地や大都市において就職希望があ
るということになる。すなわち、教員志望の者は、
独特の進路希望、特に地域移動については「出身地
志向」であるといえよう。
（⚒）「出身地志向」を規定する要因の分析
分析の最後に、出身地志向を規定している要因と
して最も重要であるのは何であるのかを、多変量解
析（順位ロジスティック回帰分析）により明らかに
することとしたい。分析モデルは図表5-3のとおり
である。従属変数は、「出身地志向」の質問で、独
立変数はここまでの分析において出身地志向に関係
するであろう変数と、教員の基礎的なデータとして
校種を設定した。
分析結果は、図表5-4のとおりである。有意な独
立変数となったのは「男性」と「民間企業志望でな
い者」という結果となった。本章の初めに、大都市
圏の大学に進学して民間企業に就職した者が、大半
は大都市に留まるという調査データに触れたが、こ
こでもそれを裏付ける傾向になっていることはうか
がえる。他には、男女の性別が有意となっており、
それ以外の独立変数は有意とはならかなった。大学
の所在地は関係なかったということで、「出身地志
向」は、どこの大学に行こうと、影響を受けないほ
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民間企業就職
希望
地方公務員
（一般職）希望
大学の所在地で
就職希望
大都市で
就職希望 地元希望
男女で待遇差が
ない仕事希望
民間企業就職希望 1.000 0.341＊＊ 0.335＊＊ 0.401＊＊ －0.278 －0.020
地方公務員（一般職）希望 1.000 0.231＊＊ 0.256＊＊ －0.073 0.102＊＊
大学の所在地で就職希望 1.000 0.583＊＊ －0.390 0.049
大都市で就職希望 1.000 －0.461 0.046
地元希望 1.000 0.015
男女で待遇差がない仕事希望 1.000
＊＊．p＜.01 ＊．p＜.05
図表5-2 大学卒業後の進路希望変数間のスピアマンの相関係数
ど確固たるものであると考えらえる。
⚖．まとめ
本稿での分析結果をまとめると、次のようにな
る。
・但馬地域の小中学校で働いている教員は、地元の
出身者が多く、将来的にも但馬地域で生活したい
という者が多い。
・大学入学時の地域移動としては、関西圏（京阪神
などの大都市圏）に移動する者が多いが、首都圏
や「その他」（地方国立大学の教員養成系学部な
ど）も一定数いる。「少しでも近くに」という意
識は少なく、他の非大都市圏に移動するというパ
ターンも多い。私立大学に入学した者は大都市に
移動する者が多いが、国立の教員養成系学部に入
学した者は、出身地とは別の非大都市圏に移動す
る者も多い。この傾向は、大都市圏に集中する大
学生全体の進学行動とはやや違うといえる。
・大学卒業時の地域移動としては、大学の所在地や
大都市圏で就職したいと考えた者もある程度の割
合でいたが、多くはない。「地元に帰りたかった」
という割合が多かった。「出身地志向」の原因を
明らかにする順序ロジスティック回帰分析におい
ては、「民間企業志望でない者」「男性」が説明変
数として有意であった。
総じて、都道府県単位で語られる教員の「土着性」
は、さらに狭いエリアでもあてはまることがわかっ
た。ただ、都道府県単位と異なる点は、地元の教員
志望者は、県内や近場にある大学に集中して入学す
るわけではなく、首都圏をはじめ様々な所在地の大
学に散らばっていくという傾向である。また、地域
の側からすれば、地元出身の者が教員となり、地域
の教育を担うという構図になるといえる。
残された課題として、性別による違いが起こる要
因を、明らかにすることを挙げておく。大学入学時
において男性は女性より遠方の大学を選ぶ、出身地
志向は男性より女性が強いなどの、分析のいくつか
の局面で性別の差が顕著であったが、十分に説明出
来なかった。都道府県別のマクロデータを扱った分
析において性別による違いを扱ったものはあり、ま
たは家族論（家族社会学）の分野においては、「家」
「家族」における男女の役割分担やそれに対する意
識についての議論や調査がさかんであるので、これ
らをふまえて、さらなる分析を今後行っていきたい
と考える。
謝辞：本調査の実施にあたってご尽力頂いた但馬教
育事務所の皆様、各市町村の教育委員会関係者の皆
様、アンケートにご回答頂きました小中学校の教員
の皆様をはじめ、本調査に関わって頂いたすべての
皆様に、この場を借りて厚くお礼申し上げる。
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＜従属変数＞
出身地志向（「生まれ育った
地元に帰りたかった」）
「とても思った」＝⚑、「少し思った」＝⚒、「あまり思わなかった」＝⚓、「まっ
たく思わなかった」＝⚔
＜独立変数＞
年齢 20～29歳＝⚑、30～39歳＝⚒、40～49歳＝⚓、50～59歳＝⚔、60歳以上＝⚕
校種 小学校＝⚑ 中学校＝⚒
性別 男＝⚑、女＝⚒
首都圏ダミー 首都圏大学入学＝⚑、その他の地域の大学＝⚐
近畿⚒府⚔県ダミー 近畿⚒府⚔県大学入学＝⚑、その他の地域の大学＝⚐
民間企業就職希望 「とても思った」＝⚑、「少し思った」＝⚒、「あまり思わなかった」＝⚓、「まったく思わなかった」＝⚔
地方公務員就職希望 「とても思った」＝⚑、「少し思った」＝⚒、「あまり思わなかった」＝⚓、「まったく思わなかった」＝⚔
図表5-3 「出身地志向」の分析モデル
独立変数 偏回帰係数(B)
性別 0.766 ＊＊＊
年齢 0.058
首都圏ダミー 0.322
近畿⚒府⚔県ダミー 0.136
民間企業就職希望 －0.642 ＊＊＊
地方公務員就職希望 0.050
校種 －0.050
Nagelkerke R2 0.130
＊＊＊ p＜0.001
図表5-4 「出身地志向」の規定要因
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の地図は兵庫県の県民局・県民センターの地域区分
に沿っている。
4）文部科学省の学校基本調査に関するデータは、学校
基本調査のホームページ（https: //www.mext. go.
jp/b_menu/toukei/chousa01/kihon/1267995.htm、
2020年⚙月20日アクセス）を参照しており、以下同
じ。なお、三大都市圏を指す呼称は様々なものがあ
る。「東京圏」「大阪圏」「名古屋圏」や、「京浜葉大
都市圏」「京阪神大都市圏」「中京大都市圏」などが
あるが、本研究では「首都圏」「関西圏」「中京圏」
という呼称を用いる。
5）この推測は、人事の機微にも関わることで、断定的
なことは言いにくいが、教育委員会関係者や、予備
調査として行ったインタビュー調査などから、この
ような傾向がある程度は認められることがわかった。
なお、兵庫県の教員採用試験において、受験者は出
願時に合格後の勤務地について希望を書くことがで
きるが、それが選考に影響することはないとしてい
る。
6）リクルートキャリア就職みらい研究所（2020）、p.7
7）男性が30.5％に対して、女性は73.1％であった。
8）それぞれの変数において、「とても思った」＝⚑、「少
し思った」＝⚒、「あまり思わなかった」＝⚓、「まっ
たく思わなかった」＝⚔いう回答となっているので、
これを順序変数とみなして、相関係数を出した。
9）石井・宮本・阿部（2017）や轡田（2017）などの「地
方の若者」研究において、このような指摘がなされ
ている。
但馬地域で働く小中学校教員の地域移動経験に関する研究
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